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 （注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

    ２．潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益金額については、第25期第１四半期累計(会計)期間は、１株

当たり四半期純損失であり、潜在株式が存在しないため記載しておりません。第25期および第26期第１四半

期累計(会計)期間は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 
第25期 

第１四半期連結
累計(会計)期間

第26期 
第１四半期連結
累計(会計)期間

第25期 

会計期間 

自平成21年 
11月１日 

至平成22年 
１月31日 

自平成22年 
11月１日 

至平成23年 
１月31日 

自平成21年 
11月１日 

至平成22年 
10月31日 

売上高(千円)  1,987,234  2,048,240       8,088,829

経常利益(千円)  92,276  61,477       368,427

四半期(当期)純利益または四半期

純損失(△)(千円) 
 △9,949  8,909       158,556

純資産額(千円)  2,403,070  2,555,468       2,569,649

総資産額(千円)  8,639,095  9,136,798       9,185,395

１株当たり純資産額(円)  44,547.50  47,372.61  47,635.50

１株当たり四半期(当期)純利益ま

たは四半期純損失(△)金額(円) 
 △182.45  165.16  2,931.21

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円） 
     －      －  －

自己資本比率(％)  27.8  28.0  28.0

営業活動による 

キャッシュ・フロー(千円) 
 △46,602  △239,214  417,658

投資活動による 

キャッシュ・フロー(千円) 
 △36,032  △350,294  △86,738

財務活動による 

キャッシュ・フロー(千円) 
 128,166  148,445  180,771

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高(千円) 
 903,961  929,053  1,370,120

従業員数(人)       584       648    668

- 1 -



当第１四半期連結会計期間において、当社グループ(当社および当社の関係会社)において営まれている事業の内容

に重要な変更はありません。また、主要な関係会社についても異動はありません。  

   

  

当第１四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。   

  

  

(1）連結会社の状況 

 （注）従業員数は、就業人員であり、臨時従業員数（準社員）は、当第１四半期連結会計期間の平均人員を（ ）外数

で記載しております。 

  

(2）提出会社の状況 

 （注）従業員数は、就業人員であります。 

２【事業の内容】

３【関係会社の状況】

４【従業員の状況】

  平成23年１月31日現在

従業員数（人） 648  (1,509)

  平成23年１月31日現在

従業員数（人） 30   
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(１）生産実績 

 当社グループは生産活動を行っていないため、生産実績は記載しておりません。  

  

(２）商品仕入実績 

 当第１四半期連結会計期間の商品仕入実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

    ２．「セグメント情報等の開示に関する会計基準」等の適用に伴い、セグメントの区分の変更を行ったため、前

年同四半期連結会計期間との比較は記載しておりません。 

  

(３）販売実績 

 当第１四半期連結会計期間の販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注）１. セグメント間の取引については相殺消去しております。 

    ２．「セグメント情報等の開示に関する会計基準」等の適用に伴い、セグメントの区分の変更を行ったため、前

年同四半期連結会計期間との比較は記載しておりません。 

    ３．前第１四半期連結会計期間および当第１四半期連結会計期間における主な相手先別の販売実績および当該販

売実績の総販売実績に対する割合は次のとおりであります。 

    ４. 本表の金額には、消費税等は含まれておりません。 

   

      当第１四半期連結会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。 

   または、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。  

第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

セグメントの名称 
当第１四半期連結会計期間 
（自 平成22年11月１日 
至 平成23年１月31日） 

前年同期比（％） 

ホーム介護事業    （千円）  3,657  －

在宅介護事業     （千円）  42,000  －

合計         （千円）  45,658  －

セグメントの名称 
当第１四半期連結会計期間 
（自 平成22年11月１日 
至 平成23年１月31日） 

前年同期比（％） 

ホーム介護事業    （千円）  1,047,701  －

在宅介護事業     （千円）  996,898  －

給食事業       （千円）  3,641  －

合計         （千円）  2,048,240  －

相手先 

前第１四半期連結会計期間 
（自 平成21年11月１日 

至 平成22年１月31日） 

当第１四半期連結会計期間 
（自 平成22年11月１日 

至 平成23年１月31日） 

金額（千円） 割合（％） 金額（千円） 割合（％） 

大阪府国民健康保険団体連合会  908,781  45.7  945,750  46.2

２【事業等のリスク】
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当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定または締結等はありません。なお、平成23年２

月１日付で株式会社日本ビコーの全株式を取得し、同社を当社の連結子会社としておりますが、 詳細は、「第５ 

経理の状況 １．四半期連結財務諸表 注記事項（重要な後発事象）」に記載のとおりであります。 

  

（１）業績の状況  

 当第１四半期連結会計期間におけるわが国経済は、新興国・資源国の経済成長に牽引される形で企業収益は改善

され、いまだ厳しい状況にある雇用および所得環境にも幾分持ち直しの動きが見られました。しかし、財政問題が

取り沙汰される欧州経済や米国経済には先行き懸念もあり、楽観できない状況は続いております。 

  介護サービス業界では、平成24年４月に予定されている介護保険制度改正において、高齢者が地域で安心して暮

らせるよう、医療、介護、予防、住まい、生活支援サービスが切れ目なく提供される「地域包括ケアシステム」の

実現に向けた取り組みや、上昇する保険料を抑制し、持続可能な介護保険制度の構築を柱とした議論が進められて

います。24時間対応定期巡回・随時対応訪問サービスの導入などにより、高齢者が住み慣れた地域で安心して生活

を継続できる効果的なサービス提供が今後の課題であります。 

 このような状況のもと、当社グループ（当社および連結子会社）は、ホーム介護事業における有料老人ホームの

販売が好調に推移したことに加え、在宅介護事業も増客に向けた営業を強化した結果、売上高は20億48百万円（前

年同四半期比3.1％増）となりました。営業利益は69百万円（前年同四半期比31.0％減）、経常利益は61百万円

（前年同四半期比33.4％減）、四半期純利益は８百万円（前年同四半期は９百万円の損失）となりました。 

  

 セグメント別の業績は次のとおりであります。 

 ①ホーム介護事業 

 ホーム介護事業につきましては、当第１四半期連結会計期間末における施設数は18施設で居室総数は723室と

なっております。新規入居者の確保が順調に推移し、入居率が71.9％（平成23年１月31日現在）となっておりま

す。今後も営業活動を強化して入居率の引き上げに注力してまいります。 

 ホーム介護事業の売上高10億47百万円、経常利益７百万円となりました。 

 ②在宅介護事業 

 在宅介護事業につきましては、当第１四半期連結会計期間末における拠点数は103拠点で、当第１四半期連結

会計期間に新規で５拠点の開設を致しました。堅実で即効性の高いドミナント戦略を展開し利用者の確保に努め

てまいりました。今後も地域に密着したサービスを行い、新規顧客の増加に努めてまいります。 

 在宅介護事業の売上高10億３百万円、経常利益21百万円となりました。 

 ③給食事業 

 給食事業につきましては、主に当社が運営する有料老人ホームやグループホーム18施設、デイサービスや小規

模多機能施設10施設に食事を提供しており、配食数は営業拠点拡大を背景に順調に推移しております。また、ホ

テルのバンケット部門の業務受託をはじめ、外部営業強化により今後も新規顧客の獲得に注力してまいります。

 給食事業の売上高１億48百万円、経常利益１百万円となりました。     

  

（２）資産、負債および純資産に関する分析 

    資産、負債及び純資産の状況  

 当第１四半期連結会計期間末の総資産は、前連結会計年度末に比べ48百万円減少し、91億36百万円となりまし

た。 

 流動資産につきましては、前連結会計年度末より４億24百万円減少し、28億78百万円となりました。その主な内

訳は、預け金が43百万円増加し、現金及び預金が４億41百万円、繰延税金資産が43百万円減少したことによるもの

であります。 

 固定資産につきましては、前連結会計年度末より３億76百万円増加し、62億58百万円となりました。その主な内

訳は、有形固定資産が３億66百万円増加したことによるものであります。    

 流動負債につきましては、前連結会計年度末より３億39百万円減少し、50億70百万円となりました。その主な内

訳は、前受金が１億15百万円、未払法人税等が62百万円、訴訟損失引当金が45百万円減少したことによるものであ

ります。 

 固定負債につきましては、前連結会計年度末より３億４百万円増加し、15億10百万円となりました。その主な内

訳は、長期借入金が１億85百万円、資産除去債務が64百万円増加したことによるものであります。  

 また、純資産は前連結会計年度末に比べ14百万円減少し、25億55百万円となり、自己資本比率は28.0％となりま

した。 

  

３【経営上の重要な契約等】

４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】
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（３）連結キャッシュ・フローの状況  

  当第１四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前連結会計年度末に比

べ４億41百万円減少し９億29百万円となりました。 

  各キャッシュ・フロー状況とそれらの要因は次のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 営業活動による資金の減少は２億39百万円（前年同四半期は46百万円の減少）となりました。 

 その主な内訳は、収入要因として、税金等調整前四半期純利益84百万円、減価償却費52百万円、支出要因とし

て、前受金の減少１億15百万円、法人税等の支払額79百万円、訴訟損失引当金の減少45百万円、預け金の増加43百

万円、賞与引当金の減少41百万円などがあったことによるものであります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 投資活動による資金の減少は３億50百万円（前年同四半期は36百万円の減少）となりました。 

 その主な内訳は、支出要因として、有形固定資産の取得による支出３億20百万円などがあったことによるもので

あります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 財務活動による資金の増加は１億48百万円（前年同四半期は１億28百万円の増加）となりました。 

 その主な内訳は、収入要因として、長期借入れによる収入３億10百万円、支出要因として、長期借入金の返済に

よる支出１億47百万円、配当金の支払額24百万円などがあったことによるものであります。 

    

(４) 事業上および財務上の対処すべき課題 

 当第１四半期連結会計期間において、当社グループの事業上および財務上の対処すべき課題について重要な変

更および新たに生じた課題はありません。 

  

(５) 研究開発活動 

 該当事項はありません。 

  

(６) 経営者の問題意識と今後の方針について 

  当社グループの経営陣は、介護事業の専業者として25年にわたって従事しており、介護業界への新規参入者お

よび異業種からの参入者も多い中で、この25年間に培ったノウハウは徹底的な差別化を図るに値すると考えてお

ります。  

 目下当社が抱える問題としては、ホームの入居率の向上、拠点の拡充および人材の管理・定着率にあると考え

ています。連結子会社の「日本ロングライフ株式会社」では、低価格ホームを展開する介護事業者と差別化を図

り、主に富裕層をターゲットとしたホームを展開しております。ホームの販売実績が大きく当社グループの経営

成長に影響を与えるため、ホームの販売には特に注力をしております。連結子会社の「エルケア株式会社」は、

さらなる拠点の拡充と、各拠点での総合的・多様的なサービスの提供を課題としています。 

  経営方針に関しては、一貫しており「ロングライフはこんなことまでしてくれるのか！」と感動をしていただ

くお客様満足度の向上を第一に考えております。この理念に基づきお客様の立場に立った総合的な介護サービス

を提供してまいります。 
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(1）主要な設備の状況 

 当第１四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

(2）設備の新設、除却等の計画 

当第１四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設は次のとおりであります。  

 （注）上記金額には、消費税等は含んでおりません。 

第３【設備の状況】

事業所名 

（所在地）  

  

セグメント 

の名称 

  

  

設備の内容 

  

投資予定額 

（百万円）  

  

資金調達 

方法 

  

  

着工予定 

年月  

  

  

 完成予定

年月  

    総額 既支払額

 ロングライフ 

京都嵐山(仮称) 

(京都市右京区) 

ホーム 

介護事業 

 有料老人 

ホーム 
 1,000  310 借入金 

 平成23年

10月 

 平成24年

11月 
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①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

  

 該当事項はありません。 

   

 該当事項はありません。  

   

 該当事項はありません。    

  

  

  

 大量保有報告書等の写しの送付等がなく、当第１四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりま

せん。  

  

第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式  126,000

計  126,000

種類 
第１四半期会計期間末現
在発行数（株） 
（平成23年１月31日） 

提出日現在発行数（株）
（平成23年３月14日） 

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名 

内容 

普通株式  55,952  55,952

大阪証券取引所 

ＪＡＳＤＡＱ 

（スタンダード） 

当社は単元株制

度は採用してお

りません。 

計  55,952  55,952 － － 

（２）【新株予約権等の状況】

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

（４）【ライツプランの内容】

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日 
発行済株式総
数増減数 

（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額 
（千円） 

資本金残高 
（千円） 

資本準備金増
減額（千円） 

資本準備金残
高（千円） 

 平成22年11月１日～ 

 平成23年１月31日  
 － 55,952 －  100,000  －  －

（６）【大株主の状況】
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当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できず、記載するこ

とができませんので、直前の基準日（平成22年10月31日）に基づく株主名簿による記載をしております。  

①【発行済株式】 

（注） 「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が７株含まれております。ま

た、「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数７個が含まれております。 

  

②【自己株式等】 

  

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】 

    （注）最高・最低株価は、大阪証券取引所ＪＡＳＤＡＱ（スタンダード）におけるものであります。 

  

 前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて役員の異動はありません。 

  

（７）【議決権の状況】

  平成22年10月31日現在

区分  株式数（株）  議決権の数（個）  内容  

 無議決権株式  ―  ―  ―  

 議決権制限株式（自己株式等） ―  ―  ―  

 議決権制限株式（その他）  ―  ―  ―  

 完全議決権株式（自己株式等）  普通株式   2,008 ―  ―  

 完全議決権株式（その他）   普通株式   53,944   53,944 ―  

 単元未満株式  ―  ―  ―  

 発行済株式総数          55,952 ―  ―  

 総株主の議決権   ―    53,944 ―  

  平成22年10月31日現在

所有者の氏名又は名称  所有者の住所  

 自己名義所 

 有株式数 

（株）  

 他人名義所 

 有株式数 

 （株）  

 所有株式数 

 の合計 

（株）  

発行済株式総 

数に対する所 

有株式数の割 

 合（％） 

 ロングライフホールデ 

 ィング株式会社  

 大阪市北区中崎西二丁 

 目４番12号 

 梅田センタービル25階 

 2,008 ― 

 

 

    

2,008      3.58

計  ―      2,008 ―  2,008       3.58

２【株価の推移】

月別 
平成22年 
11月 

12月 
平成23年 

１月 

最高（円）  28,900  34,000  32,200

最低（円）  25,900  25,990  28,400

３【役員の状況】
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１．四半期連結財務諸表の作成方法について 

 当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前第１四半期連結会計期間（平成21年11月１日から平成22年１月31日まで）および前第１四半期連結累計期

間（平成21年11月１日から平成22年１月31日まで）は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、当第１四半期連

結会計期間（平成22年11月１日から平成23年１月31日まで）および当第１四半期連結累計期間（平成22年11月１日か

ら平成23年１月31日まで）は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

  

２．監査証明について 

 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第１四半期連結会計期間（平成21年11月１日から

平成22年１月31日まで）および前第１四半期連結累計期間（平成21年11月１日から平成22年１月31日まで）に係る四

半期連結財務諸表ならびに当第１四半期連結会計期間（平成22年11月１日から平成23年１月31日まで）および当第１

四半期連結累計期間（平成22年11月１日から平成23年１月31日まで）に係る四半期連結財務諸表について、霞が関監

査法人による四半期レビューを受けております。 

  

第５【経理の状況】
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１【四半期連結財務諸表】 
（１）【四半期連結貸借対照表】 

（単位：千円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成23年１月31日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成22年10月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 949,053 1,390,120

受取手形及び売掛金 905,813 892,685

たな卸資産 ※1  7,130 ※1  4,717

繰延税金資産 45,350 88,710

預け金 ※2  743,040 ※2  699,634

その他 229,520 229,631

貸倒引当金 △1,607 △2,339

流動資産合計 2,878,300 3,303,160

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物 4,793,554 4,737,096

減価償却累計額 △1,618,323 △1,578,273

建物及び構築物（純額） 3,175,230 3,158,822

工具、器具及び備品 303,503 296,517

減価償却累計額 △237,478 △231,406

工具、器具及び備品（純額） 66,025 65,111

土地 2,278,620 1,967,967

リース資産 37,867 －

減価償却累計額 △1,521 －

リース資産（純額） 36,346 －

建設仮勘定 4,372 2,583

有形固定資産合計 5,560,594 5,194,484

無形固定資産   

のれん 154,825 175,938

その他 20,848 21,617

無形固定資産合計 175,673 197,555

投資その他の資産   

投資有価証券 34,129 27,289

差入保証金 388,605 387,854

長期前払費用 70,481 71,008

その他 29,014 4,042

投資その他の資産合計 522,230 490,194

固定資産合計 6,258,498 5,882,234

資産合計 9,136,798 9,185,395
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（単位：千円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成23年１月31日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成22年10月31日) 

負債の部   

流動負債   

買掛金 57,356 58,780

短期借入金 532,151 520,800

1年内返済予定の長期借入金 536,700 559,160

リース債務 7,285 －

未払金 155,379 155,044

未払費用 369,467 381,922

未払法人税等 15,201 77,479

前受金 3,198,507 3,313,650

訴訟損失引当金 76,000 121,795

賞与引当金 39,152 80,449

契約解除引当金 6,806 10,821

その他 76,562 129,824

流動負債合計 5,070,569 5,409,727

固定負債   

長期借入金 1,356,492 1,171,292

リース債務 29,135 －

繰延税金負債 24,021 3,357

退職給付引当金 13,721 12,131

ホーム介護アフターコスト引当金 13,770 14,040

資産除去債務 64,457 －

その他 9,163 5,198

固定負債合計 1,510,761 1,206,018

負債合計 6,581,330 6,615,746

純資産の部   

株主資本   

資本金 100,000 100,000

利益剰余金 2,509,384 2,527,447

自己株式 △62,431 △62,431

株主資本合計 2,546,952 2,565,015

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 8,515 4,634

評価・換算差額等合計 8,515 4,634

純資産合計 2,555,468 2,569,649

負債純資産合計 9,136,798 9,185,395
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（２）【四半期連結損益計算書】 
【第１四半期連結累計期間】 

（単位：千円）

前第１四半期連結累計期間 
(自 平成21年11月１日 
 至 平成22年１月31日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成22年11月１日 

 至 平成23年１月31日) 

売上高 1,987,234 2,048,240

売上原価 1,561,250 1,624,204

売上総利益 425,984 424,036

販売費及び一般管理費 ※1  325,850 ※1  354,897

営業利益 100,133 69,139

営業外収益   

受取利息 － 330

受取配当金 733 758

受取入居者負担金 1,877 2,584

施設利用料収入 260 245

その他 1,217 1,866

営業外収益合計 4,089 5,784

営業外費用   

支払利息 11,641 12,634

その他 304 811

営業外費用合計 11,946 13,446

経常利益 92,276 61,477

特別利益   

貸倒引当金戻入額 － 731

賞与引当金戻入額 － 2,146

訴訟損失引当金戻入額 － ※2  45,795

特別利益合計 － 48,673

特別損失   

固定資産除却損 － 2,754

訴訟損失引当金繰入額 117,535 －

賃貸借契約解約損 － 578

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 21,936

特別損失合計 117,535 25,269

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

△25,258 84,881

法人税、住民税及び事業税 11,248 14,758

法人税等調整額 △26,557 61,213

法人税等合計 △15,308 75,971

少数株主損益調整前四半期純利益 － 8,909

四半期純利益又は四半期純損失（△） △9,949 8,909
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】 

（単位：千円）

前第１四半期連結累計期間 
(自 平成21年11月１日 
 至 平成22年１月31日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成22年11月１日 

 至 平成23年１月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半
期純損失（△） △25,258 84,881

減価償却費 55,220 52,361

長期前払費用償却額 3,678 3,642

のれん償却額 21,112 21,112

貸倒引当金の増減額（△は減少） 223 △731

賞与引当金の増減額（△は減少） △42,726 △41,296

ホーム介護アフターコスト引当金の増減額（△は
減少） △270 △270

契約解除引当金の増減額（△は減少） 617 △4,015

訴訟損失引当金の増減額（△は減少） 117,535 △45,795

退職給付引当金の増減額（△は減少） 873 1,590

受取利息及び受取配当金 △733 △1,088

支払利息 11,641 12,634

有形固定資産除却損 － 2,754

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 21,936

売上債権の増減額（△は増加） △16,795 △13,128

たな卸資産の増減額（△は増加） 2,090 △2,412

預け金の増減額（△は増加） △7,769 △43,405

仕入債務の増減額（△は減少） △2,712 △1,424

前受金の増減額（△は減少） △50,243 △115,143

未払消費税等の増減額（△は減少） △10,278 △11,042

その他 28,474 △67,691

小計 84,677 △146,533

利息及び配当金の受取額 733 1,088

利息の支払額 △11,776 △14,271

法人税等の支払額 △120,237 △79,498

営業活動によるキャッシュ・フロー △46,602 △239,214

投資活動によるキャッシュ・フロー   

投資有価証券の取得による支出 － △146

有形固定資産の取得による支出 △29,702 △320,374

無形固定資産の取得による支出 △6,838 △862

敷金及び保証金の差入による支出 － △3,004

長期前払費用の取得による支出 － △2,295

その他 508 △23,611

投資活動によるキャッシュ・フロー △36,032 △350,294

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） 68,891 11,351

長期借入れによる収入 225,000 310,000

長期借入金の返済による支出 △121,662 △147,260

リース債務の返済による支出 － △1,446

自己株式の取得による支出 △30,130 －

配当金の支払額 △13,931 △24,199

財務活動によるキャッシュ・フロー 128,166 148,445

現金及び現金同等物に係る換算差額 － △4

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 45,532 △441,067

現金及び現金同等物の期首残高 858,429 1,370,120

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※  903,961 ※  929,053
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   当第１四半期連結会計期間（自 平成22年11月１日 至 平成23年１月31日） 

    該当事項はありません。  

  

【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

  
当第１四半期連結会計期間 
（自 平成22年11月１日 

至 平成23年1月31日） 

 会計処理基準に関する事項

の変更 

資産除去債務に関する会計基準の適用 

 当第１四半期連結会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計

基準第18号 平成20年３月31日）および「資産除去債務に関する会計基準の適用指

針」（企業会計基準適用指針21号 平成20年３月31日）を適用しております。 

 これにより、営業利益および経常利益が 千円、税金等調整前四半期純利益が

千円減少しております。また、当会計基準等の適用開始による資産除去債務

の変動額は 千円であります。 

948

22,884

64,457

【表示方法の変更】

当第１四半期連結会計期間 
（自 平成22年11月１日 

至 平成23年１月31日） 

（四半期連結損益計算書） 

 「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号 平成20年12月26日）に基づく「財務諸表等の用語、様式

及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成21年３月24日 内閣府令第５号）の適用により、当第

１四半期連結累計期間では、「少数株主損益調整前四半期純利益」の科目で表示しております。 

【簡便な会計処理】

  
当第１四半期連結会計期間 
（自 平成22年11月１日 

至 平成23年１月31日） 

１．一般債権の貸倒見積高の算定方法  

  

  

 貸倒実績率等が前連結会計年度末に算定したものと著しい変化がないと認

められるため、前連結会計年度末の貸倒実績率等を使用して貸倒見積高を算

定しております。 

２．固定資産の減価償却の算定方法  

  

 定率法を採用している資産については、連結会計年度に係る減価償却費の

額を期間按分して算定する方法によっております。 

３．法人税並びに繰延税金資産及び繰延

税金負債の算定方法  

 法人税等の納付税額の算定に関しては、加味する加減算項目や税額控除項

目を重要なものに限定する方法によっております。繰延税金資産の回収可能

性の判断に関しては、前連結会計年度末以降に経営環境等、かつ、一時差異

等の発生状況に著しい変化がないと認められるので、前連結会計年度におい

て使用した将来の業績予測やタックス・プランニングを利用する方法によっ

ております。  

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】
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【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

当第１四半期連結会計期間末 
（平成23年１月31日） 

前連結会計年度末 
（平成22年10月31日） 

※１ たな卸資産の内訳 ※１ たな卸資産の内訳 

  

商品 千円6,716

貯蔵品   413

計  7,130

  

商品 千円4,306

貯蔵品  411

計  4,717

※２ 預け金 千円のうち 千円は、播磨特定

目的会社との有料老人ホーム「ロングライフ神戸青

谷」の賃貸借契約、 千円は、株式会社朝日

信託との入居一時金保全信託契約に関わるものであ

ります。  

743,040 211,748

530,729

※２ 預け金 千円のうち 千円は、播磨特定

目的会社との有料老人ホーム「ロングライフ神戸青

谷」の賃貸借契約、 千円は、株式会社朝日

信託との入居一時金保全信託契約に関わるものであ

ります。  

699,634 208,965

490,113

    

  ３ 偶発債務       

（係争事件） 

医療法人光輪会（以下「光輪会」といいます。）

は、当社と賃貸借契約を結び、当社の有料老人ホーム

内において医療行為を行ってきました。当社が、光輪

会に対して当該賃貸借契約を解除するよう通知した件

に関して、光輪会より損害賠償等請求の訴えが提起さ

れ、６ヶ月間の診療報酬相当額および移転費用等の支

払いを求められました。この訴えに対して裁判で争っ

てまいりましたが、平成22年２月８日、大阪地方裁判

所から、連結子会社日本ロングライフ株式会社（当社

は平成20年５月１日の会社分割による事業承継を行

い、平成21年６月11日、日本ロングライフ株式会社が

当社より本訴訟を引受承継をするとともに、平成21年

12月９日、当社は本訴訟から脱退しました。）に対

し、１億577万6,442円およびこれに対する年６分の割

合の金員を支払うよう命じる判決がありました。 

これに対し日本ロングライフ株式会社は、平成22年

２月12日付で大阪高等裁判所に控訴しておりますが、

日本ロングライフ株式会社は大阪地方裁判所の第一審

判決どおりに確定した場合に備え、前連結会計年度末

において、訴訟損失引当金121,795千円を計上しており

ました。 

また、平成22年２月８日付大阪地方裁判所の仮執行

宣言付判決に基づく強制執行を停止せしめ、またはす

でになされた執行処分を取り消しせしめるために、大

阪法務局に合計80,000千円の供託を行い、大阪地方裁

判所から、平成22年２月22日付で強制執行停止決定

を、平成22年３月12日付で強制執行処分取消決定をそ

れぞれ受けております。   

その後、大阪地方裁判所において、数回の口頭弁論

手続き及び和解手続きを経て、平成23年３月10日に

76,000千円を支払うことで和解合意に至りました。 

 なお、訴訟損失引当金には上記の和解金76,000千円

を計上しております。 

  ３ 偶発債務 

（係争事件） 

医療法人光輪会（以下「光輪会」といいます。）

は、当社と賃貸借契約を結び、当社の有料老人ホーム

内において医療行為を行ってきました。当社が、光輪

会に対して当該賃貸借契約を解除するよう通知した件

に関して、光輪会より損害賠償等請求の訴えが提起さ

れ、６ヶ月間の診療報酬相当額および移転費用等の支

払いを求められました。この訴えに対して裁判で争っ

てまいりましたが、平成22年２月８日、大阪地方裁判

所から、連結子会社日本ロングライフ株式会社（当社

は平成20年５月１日の会社分割による事業承継を行

い、平成21年６月11日、日本ロングライフ株式会社が

当社より本訴訟を引受承継をするとともに、平成21年

12月９日、当社は本訴訟から脱退しました。）に対

し、１億577万6,442円およびこれに対する年６分の割

合の金員を支払うよう命じる判決がありました。 

これに対し日本ロングライフ株式会社は、平成22年

２月12日付で大阪高等裁判所に控訴しておりますが、

日本ロングライフ株式会社は大阪地方裁判所の第一審

判決どおりに確定した場合に備え、訴訟損失引当金

121,795千円を計上しております。 

また、平成22年２月８日付大阪地方裁判所の仮執行

宣言付判決に基づく強制執行を停止せしめ、またはす

でになされた執行処分を取り消しせしめるために、大

阪法務局に合計80,000千円の供託を行い、大阪地方裁

判所から、平成22年２月22日付で強制執行停止決定

を、平成22年３月12日付で強制執行処分取消決定をそ

れぞれ受けております。   
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当第１四半期連結会計期間末（平成23年１月31日）および当第１四半期連結累計期間（自 平成22年11月１日 

至 平成23年１月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数 

  普通株式             55,952株  

  

２．自己株式の種類及び株式数 

   普通株式              2,008株  

   

３．新株予約権等に関する事項 

   該当事項はありません。 

   

４．配当に関する事項 

（1）配当金支払額  

  

（2）基準日が当連結会計年度の開始の日から当四半期連結会計期間末までに属する配当のうち、配当の効力

発生日が当四半期連結会計期間の末日後となるもの 

   該当事項はありません。  

  

５．株主資本の著しい変動に関する事項 

  該当事項はありません。 

（四半期連結損益計算書関係）

前第１四半期連結累計期間 
（自 平成21年11月１日 

至 平成22年１月31日） 

当第１四半期連結累計期間 
（自 平成22年11月１日 

至 平成23年１月31日） 

※１ 販売費及び一般管理費の主なもの ※１ 販売費及び一般管理費の主なもの 

給与手当 千円97,260

役員報酬  26,884

賞与引当金繰入額  6,575

広告宣伝費  45,758

  

給与手当 千円92,245

役員報酬  33,690

賞与引当金繰入額  7,830

広告宣伝費  57,430

        ―――――  

  

※２ 訴訟損失引当金戻入額 

医療法人光輪会との係争事件が、大阪地方裁判所

において、平成23年３月10日に 千円支払う

ことで和解合意に至った結果、和解金と訴訟損失

引当金計上額との差額を戻入額として計上してお

ります。 

76,000

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前第１四半期連結累計期間 
（自 平成21年11月１日 

至 平成22年１月31日） 

当第１四半期連結累計期間 
（自 平成22年11月１日 

至 平成23年１月31日） 

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係  

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係 

  

現金及び預金勘定 903,961千円

現金及び現金同等物 903,961  

  

現金及び預金勘定 949,053千円

預入期間が３か月を超える定期預金 △20,000  

現金及び現金同等物 929,053   

（株主資本等関係）

  
  

（決議） 
株式の種類 

配当金の総額
（千円） 

１株当たり
配当額
（円） 

基準日 効力発生日 配当の原資  

平成22年12月27日 

取締役会 
普通株式  26,972  500 平成22年10月31日平成23年１月13日  利益剰余金 
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 前第１四半期連結累計期間（自 平成21年11月１日 至 平成22年１月31日） 

 介護事業の売上高および営業利益の金額は、全セグメントの売上高の合計および営業利益の金額の合計額に

占める割合がいずれも90％超であるため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しております。 

  

 前第１四半期連結累計期間（自 平成21年11月１日 至 平成22年１月31日） 

 本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社および在外支店がないため、該当事項はありません。 

  

 前第１四半期連結累計期間（自 平成21年11月１日 至 平成22年１月31日） 

 海外売上高がないため、該当事項はありません。 

  

１．報告セグメントの概要 

 当社グループの報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役

会が、経営資源の配分の決定および業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであ

ります。  

 当社グループでは、純粋持株会社体制のもと、各事業会社によって、その取り扱うサービスについて国内

および海外の包括的な戦略を立案し、事業活動を展開しております。 

 したがって、当社は、事業会社を基礎としたサービス別のセグメントから構成されており、「ホーム介護

事業」、「在宅介護事業」および「給食事業」の３つを報告セグメントとしております。 

  

２．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

 当第１四半期連結累計期間（自 平成22年11月１日 至 平成23年１月31日） 

 （注）「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、投資事業を含んでおります。 

   

３．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の主

な内容（差異調整に関する事項） 

  （注）全社費用は当社におけるグループ管理に係る費用で、全社収益はグループ会社からの経営指導料でありま

す。 

  

（セグメント情報等）

【事業の種類別セグメント情報】

【所在地別セグメント情報】

【海外売上高】

【セグメント情報】

  （単位：千円）

  

報告セグメント 
その他 
（注） 

合計 
ホーム介護 在宅介護 給食 計 

売上高             

外部顧客への売上高  1,047,701  996,898  3,641  2,048,240  －  2,048,240

セグメント間の内部売上高

又は振替高 
 －  6,558  144,990  151,549  －  151,549

計  1,047,701  1,003,456  148,632  2,199,790  －  2,199,790

セグメント利益  7,254  21,880  1,640  30,776  △841  29,934

  （単位：千円）  

利益 金額   

報告セグメント計 30,776

「その他」の区分の利益 △841

未実現利益の調整額 38

全社費用等（注） 31,504

四半期連結損益計算書の経常利益 61,477
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４．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報 

 当第１四半期連結会計期間において、重要な発生・変動はありません。 

  

（追加情報） 

当第１四半期連結会計期間より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号 

平成21年３月27日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針

第20号 平成20年３月21日）を適用しております。 

  

当第１四半期連結会計期間において、前連結会計年度の末日に比較して著しい変動はありません。 

  

当第１四半期連結会計期間において、前連結会計年度の末日に比較して著しい変動はありません。 

  

当社グループは金利スワップ取引を利用していますが、特例処理の要件を満たしている金利スワップ取引のみで

あるため、注記の対象から除いております。 

  

 該当事項はありません。 

  

重要性がないため記載を省略しております。  

  

１．１株当たり純資産額 

２．１株当たり四半期純利益または四半期純損失金額等 

 （注） １株当たり四半期純利益または四半期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

  

（有価証券関係）

（金融商品関係）

（デリバティブ取引関係）

（ストック・オプション等関係）

（賃貸等不動産関係）

（１株当たり情報）

当第１四半期連結会計期間末 
（平成23年１月31日） 

前連結会計年度末 
（平成22年10月31日） 

１株当たり純資産額 47,372.61円 １株当たり純資産額 47,635.50円

前第１四半期連結累計期間 
（自 平成21年11月１日 
至 平成22年１月31日） 

当第１四半期連結累計期間 
（自 平成22年11月１日 

至 平成23年１月31日） 

１株当たり四半期純損失金額 182.45円 １株当たり四半期純利益金額 165.16円

 なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ

いては、１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式

は存在しないため記載しておりません。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ

いては、潜在株式は存在しないため記載しておりません。

  
前第１四半期連結累計期間 
（自 平成21年11月１日 

至 平成22年１月31日） 

当第１四半期連結累計期間 
（自 平成22年11月１日 

至 平成23年１月31日） 

１株当たり四半期純利益または四半期純損失金額           

四半期純利益または四半期純損失（△）（千円）  △9,949  8,909

普通株主に帰属しない金額（千円）       －       －

普通株式に係る四半期純利益または 

四半期純損失（△）（千円） 
 △9,949  8,909

普通株式の期中平均株式数（株）  54,533  53,944

- 18 -



  

著しい変動がないため、記載しておりません。 

（重要な後発事象）

当第１四半期連結会計期間 
（自 平成22年11月１日 
至 平成23年１月31日） 

（株式取得による会社等の買収）  

 当社は、平成23年２月１日開催の取締役会決議に基づいて、平成23年２月１日付で株式会社日本ビコーの全株式を

取得し、同社を当社の連結子会社としております。   

（1）買収の主旨および目的 

 当社グループは、現在関西圏と首都圏において有料老人ホーム・グループホームの運営並びに在宅介護事業

を中心に事業を展開しております。特にマーケットの規模が大きい首都圏市場での事業拡大が当面の課題の一

つであります。 

 一方、株式会社日本ビコーは、設立から20年以上に亘り首都圏で福祉用具の販売・レンタル、訪問入浴サー

ビス、訪問介護サービスを中心に地域に密着した在宅介護事業を展開しております。 

 以上により今後当社は、首都圏での事業基盤と収益の拡大を目指すとともに、既存のホーム介護事業との相

乗効果を発揮することにより、企業体質の強化並びにグループ事業の一層の活性化が図れると判断し、株式会

社日本ビコーの子会社化を決定いたしました。 

（2）株式取得の相手先の名称 

 綱島 照雄    

（3）買収する会社の名称、事業内容、規模 

 ①名称 株式会社日本ビコー 

 ②主な事業内容 福祉用具の販売・レンタル、訪問入浴サービス、訪問介護サービス  

 ③規模（平成22年６月期） 

     資本金    千円 

     純資産   千円 

     総資産   千円 

     売上高 千円 

（4）株式取得の時期 

 平成23年２月１日  

（5）取得する株式の数、取得価額および取得後の持分比率 

 ①取得する株式の数   株 

 ②取得価額       千円 

  ③取得後の持分比率   ％  

（6）支払資金の調達方法および支払方法 

 支払資金の調達は金融機関からの借入によっております。 

  

26,050

102,852

527,540

1,283,584

521

200,000

100

（リース取引関係）
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（１）決算日後の状況 

 特記事項はありません。  

  

（２）訴訟 

 当社の連結子会社である日本ロングライフ株式会社（以下「日本ロングライフ」といいます。）が医療法人光

輪会（以下「光輪会」といいます。）より提起されていた損害賠償請求訴訟について、以下のとおり、平成23年

３月10日付で訴訟上の和解が成立いたしました。  

（訴訟の提起から和解に至るまでの経緯） 

 光輪会は、平成17年２月22日より当社（平成20年５月１日の会社分割による事業承継を行い、平成21年６月11

日、日本ロングライフが当社より本訴訟を引受承継をするとともに、平成21年12月９日、当社は本訴訟から脱退

しました。）と賃貸借契約を結び、当社の有料老人ホーム内において医療行為を行ってまいりました。当社が光

輪会に対して、平成20年１月31日をもって契約を解除すると通知した件に関して、これを不服として平成20年３

月17日付で損害賠償等請求の訴えが光輪会より大阪地方裁判所に提起され、当社は６ヶ月間の診療報酬相当額お

よび移転費用等の支払いを求められました。この訴えに対して日本ロングライフは、上記賃貸借契約を解除した

のは光輪会に債務不履行があったからであり、光輪会の債務不履行により損害を被ったとして、平成20年12月12

日付で損害賠償等請求の訴えを提起し争ってまいりましたが、平成22年２月８日、日本ロングライフに対し、１

億577万6,442円およびこれに対する年６分の割合の金員を光輪会に支払うよう命じる判決がありました。 

 これに対して、日本ロングライフおよび光輪会の双方が大阪高等裁判所に控訴しましたが、本訴訟の過程にお

いて、裁判所より包括的に収束するべく和解勧告があり、訴訟の長期化によりさらなる訴訟費用等の経済的損失

を総合的に勘案した結果、早期の解決を図ることが合理的と判断し、日本ロングライフは和解勧告を受け入れ和

解金として76百万円支払うことで和解するにいたりました。  

  

（３）配当決議にかかる状況 

平成22年12月27日開催の取締役会において、次のとおり剰余金の配当を行うことを決議いたしました。 

① 配当金の総額……………………………………… 千円 

② １株当たりの金額…………………………………500円 

③ 支払請求の効力発生日及び支払開始日…………平成23年１月13日 

  

２【その他】

26,972
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該当事項はありません。 
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  独立監査人の四半期レビュー報告書   

平成22年３月15日

ロングライフホールディング株式会社 

取締役会 御中 

霞が関監査法人 

  
指定社員 
業務執行社員

  公認会計士 植田 益司  印 

  
指定社員 
業務執行社員

  公認会計士 平塚 博路  印 

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているロングライフホ

ールディング株式会社の平成21年11月１日から平成22年10月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成21

年11月１日から平成22年１月31日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成21年11月１日から平成22年１月31日まで）に

係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー

計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立

の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析

的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠

して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。 

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、ロングライフホールディング株式会社及び連結子会社の平成22年１月

31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適

正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 （注） １．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半

期報告書提出会社）が別途保管しております。 

          ２．四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれておりません。 



  

  独立監査人の四半期レビュー報告書   

平成23年３月14日

ロングライフホールディング株式会社 

取締役会 御中 

霞が関監査法人 

  
指定社員 
業務執行社員

  公認会計士 植田 益司  印 

  
指定社員 
業務執行社員

  公認会計士 平塚 博路  印 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているロングライフホ

ールディング株式会社の平成22年11月１日から平成23年10月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成22

年11月１日から平成23年１月31日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成22年11月１日から平成23年１月31日まで）に

係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー

計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立

の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析

的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠

して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。 

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、ロングライフホールディング株式会社及び連結子会社の平成23年１月

31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適

正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。 

追記情報 

１．「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」に記載されているとおり、会社は当第１四半期

連結会計期間より「資産除去債務に関する会計基準」及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」を適用して

いる。 

２．重要な後発事象に記載されているとおり、会社は、平成23年２月１日開催の取締役会において、株式会社日本ビコー

の全株式を取得し子会社化することを決議し、同日付で株式を取得している。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 （注） １．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半

期報告書提出会社）が別途保管しております。 

          ２．四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれておりません。 




